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SUMMARY 
 

This essay aims to explore the functions of what it calls “the rule of law approach of 

peace-building.” Following a conceptual exploration of “peace-building” in an article of 

this journal’s last issue, the author further discusses activities relating to “the rule of law 

approach of peace-building” by classifying them into four categories. 

First, the essay illuminates the importance of peace agreements that are 
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usually intended to set up a de fact constitutional framework of peace processes. Then it 

argues that electoral assistance constitutes a crucial phase of the rule of law approach, 

since a post-conflict election establishes legitimacy for a peace process and a new 

government and also paves the way for democratic peace. Third, the essay discusses the 

function of law enforcement activities such as assisting or rebuilding international or 

local police and military personnel. The fourth category is judiciary. Various 

international and local war crimes tribunals as well as truth and reconciliation 

commissions have become indispensable factors in peace-building. 
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はじめに 

 

筆者は昨年度の『広島平和科学』において、平和構築概念の精緻化に向けた

作業を行った。そこで強調したのは、戦略的視点にもとづいて、平和構築とい

う曖昧な概念を整理することの必要性であった。これをうけて本稿では、幾つ

かの戦略的視点の中から、特に「法の支配」に焦点をあてて、議論を進める。

そして平和構築の「法の支配アプローチ」と呼ぶべき戦略的視点の体系化を試

みる1。 

武力紛争が人と人の間の支配の関係をめぐって起こるならば、永続的な平和

を紛争（後）社会に構築するために、「人の支配」をこえる「法の支配」を確立

することが重要になる。人間の対立関係を一定の規則にもとづいて処理する社

会を構築するために、「法の支配」の確立が求められるのである。「法の支配」

を平和構築の戦略的方向性として掲げるのは、それが武力紛争の発生を防ぐた

めに有益だと考えられるからである。 

このような含意を持つ平和構築における「法の支配」は、単なる実定法主義

の文脈をこえて、あるいは法律の議論をこえて、理解されるべきものである。

実際に平和を構築できる制度的枠組みを作り出すのでなければ、「法の支配」は、

平和構築活動としての重要性を持たない。平和構築の「法の支配アプローチ」

は、永続的な平和を実現するための社会的基盤を構築するための戦略である。 

ではそのような戦略的視点にもとづいて検討されるべき平和構築の諸活動に

は、どのようなものがあるのだろうか。本稿は、多様な「法の支配」関連の諸

活動を、あえて四つのカテゴリーに分けることによって、平和構築の「法の支

配アプローチ」の体系的姿を描き出すことを試みる。まず第一節では、平和構

築活動の基盤となる和平合意の意味について考察する。第二節では、選挙支援

活動が持つ役割について焦点をあてる。第三節では、法執行機能が果たす諸活

動について概観していく。第四節では、平和構築にも司法活動がありうること

を示す。最後のまとめでは、これらの平和構築の「法の支配アプローチ」に関

わる諸機能が持っている可能性について、総合的に検討していくことにする。 
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１．和平合意 

 

１－１ 和平合意の位置づけ 

 

平和構築活動における「法の支配アプローチ」の基本的な枠組みを定めるも

のとして重要なのは、紛争当事者間で結ばれる和平合意(peace agreements)である。

地域紛争の増加とともに、冷戦終結以降に飛躍的にその数を増加させた和平合

意は、今日では単に紛争停止の約束だけではなく、紛争停止後に適用される様々

な原則や措置を定めている。和平合意作成は、和平の道筋と原則を設定し、平

和構築活動における「法の支配アプローチ」の基盤となるものである。 

包括的な政治的取り決めが紛争の終結にあたって必要だという考えは、1648

年ウェストファリア条約以降の諸々の国際的な講和条約に見られるが、国内紛

争の終結にあたっての和平合意にも見られる。単に力関係を反映しただけの停

戦合意では、普遍的な（国民的な）国家基盤を作り出すことはできない。世界

戦争防止に国際社会の全体構造の見直しが必要だと考えられたように、国内紛

争の再発防止には、国家制度の全体的な見直しだと考えられるようになったの

である。 

国際社会における条約が表現する平和構築と、国内社会における和平合意が

表現する平和構築とは、密接に結びつきあっている。ウィーン会議で確立され

た正統性の原理は、その後のヨーロッパ諸国の国内秩序構築の指針となり、ギ

リシアなどのヨーロッパ周縁国の政治体制に大国が干渉する口実となった2。ま

た第一次世界大戦後のベルサイユ条約で導入された民族自決の原則は、第二次

世界大戦後に国連憲章に明文化され、脱植民地化の過程において国際社会の一

大原理として確立されていった。20 世紀後半からは、国際社会が人権規範を重

要視するようになり、国内紛争にかかわる和平合意の内容にも、自由主義的価

値規範が大きく影響するようになった3。 

また国際的アクターが紛争に直接的に関わった場合、和平合意の一方が事実

上の国際社会を代表する勢力となることもある。1999年の NATO空爆後のユー
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ゴスラビアのコソボ自治州をめぐる和平合意などの事例においては、国際社会

が標榜する原則・価値が、地域紛争解決の指針として適用されるようになった。 

和平合意が持つはずの役割を、国際社会が強制措置の形で紛争当事者に課す

ことによって始まる平和構築もある。あるいは紛争が軍事的な不均衡によって

一方に有利な形で終結したために、和平合意が迂回されたまま、平和構築の裁

量権が当事者の一方に与えられる場合もある。一方の側の全面勝利によって始

まる平和構築は、和平合意という形態を持たない平和構築であり、あるいは非

対称的・一方的和平合意にもとづく平和構築である。これらの変則的和平合意

の事例においては、しばしば勝者と敗者、国際社会全体と孤立した政府といっ

た非対称的な関係を持つ者の間で、一方が他方に全権を委譲する形で、将来の

平和構築の基礎となる合意がなされる。あるいは敗者が消滅した後で、勝者側

の様々なアクターによって、将来の平和構築の道筋を定める合意がなされる。 

いずれにせよ平和構築の観点から広く解釈するならば、和平合意に将来の平

和活動の原則的な枠組みを定める機能があることを強調できる。紛争当事者間

の紛争停止に関する合意という狭い意味においてではなく、平和構築の方向性

を定めるための合意という広い意味において、和平合意の概念は形式的にでは

なく、機能的に理解することができるわけである。 

 

１－２ 和平合意の機能 

  

平和構築の「法の支配アプローチ」の理論的観点から見れば、和平合意は、

原初的な社会契約行為に相当する役割を持つものだと考えることができる。紛

争の勃発は、通常の法制度に危機あるいは崩壊が訪れたことを意味する。それ

はいわば政府あるいは社会の解体の危険性が、顕在化した瞬間である。そのと

き社会の構成員は、社会契約行為以前の自然状態に戻ると想定できる。紛争状

態＝自然状態から、再び秩序を持った社会を作り出すためには、新たな社会契

約が必要になる。そこで将来の国家制度の枠組みを定める包括的な和平合意が

求められることになる。 

社会契約とは、社会が形成される以前の「自然状態」にある人々が、社会を
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作り出すためにお互いの間に結ぶ契約のことであった。また社会契約と区別さ

れる統治契約は、人民が統治者との間に結ぶ契約である。和平合意は、社会契

約と統治契約の両者にかかわる重要な文書である。和平合意の文書にしたがっ

て始められる平和構築は、和平合意が新しい社会の構成原理を表現し、社会契

約の内容を示していることについて、社会構成員の同意を得る過程だと考える

ことができる。それにしたがって新しい政府が作られるならば、和平合意は統

治契約の基盤をも導入したことになる。 

既存の政府機構を握る集団が、和平交渉に応じるということは、従来の社会

制度が一度根本的な意味で再検討されなければならないという含意を必然的に

持つ。調停役となる国際社会の側も、同様の認識に立って初めて和平合意開始

のための交渉を促すことができるだろう。反政府勢力が単なる犯罪者集団とし

てのテロ組織やマフィア組織であるならば、既存の社会は危機に瀕していると

しても断固として防御されるべきだろう。和平交渉を開始すること自体が、政

府の解体の可能性があることを認識するのに等しいからである。 

地域紛争における和平合意作成にあたって障害となるのは、政府側が反政府

勢力に正統性を見出すことが簡単ではない点である。実際には武力紛争の深刻

度が、和平への機運を生み出すことが多いだろう。またどの集団が正統性を持

っているかについての認識は、国際政治情勢によって変化するものである。国

際社会は限定的ながら、正統な政府として認められていない集団を法的枠組み

に取り込む論理を持っている。それはたとえばジューネーヴ条約 1977年第一追

加議定書である。そこでは武力紛争に携わる民族解放勢力の構成員が、正当な

戦闘員としての地位を持つことが定められた。同様に平和構築過程における和

平合意の作成にあたっても、非政府勢力の当事者適格性が緩やかに解釈される

ことは少なくない。非政府集団を和平合意締結に値する紛争当事者として認定

することは、それ自体が平和構築の枠組みを策定する作業に直結している。 

しかし一方の紛争当事者を、和平合意の当事者適格性を持たない集団とみな

すことによって進められる平和構築の方向性もまたありうる。相手の当事者適

格性を認めない場合、紛争は軍事力によってその方向性が決せられることにな

る。米国が関与する非対称戦争のような場合、国際的権威を持った側の一方的
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な勝利によって紛争が終結する。そうなると平和構築は勝者の手に委ねられ、

和平合意の過程が省略されることになる。 

現代地域紛争の解決の際に締結される和平合意において特徴的なのは、多く

の場合、自由民主主義的価値規範が指針とされていることである。もちろんそ

の度合いには程度の差があり、個々の紛争の背景や、合意締結時の状況に左右

される。しかし和平合意の締結に向けて努力する交渉者が、参照すべき基準と

して認識している国家制度は、ほとんどの場合には自由民主主義的なものであ

る。そこには戦略的な意味がある。第一に、正統性の問題がある。第二に、紛

争解決の方法論としての問題がある。 

第一に、正統性の問題が平和構築にとって重要なのは、国家制度を安定的な

ものにするために、正統性の感覚を、利益共有者（紛争当事者およびその支援

者だけではなく、紛争地域に住む人々）に広く行き渡らせることが大切だから

である。現在の国際社会において高い正統性を持つ制度的枠組みは、自由民主

主義的価値規範にしたがって形成されている。つまり民意を反映し、人権を守

る制度が、国連などの国際組織や大多数の国家が正統性を見出す制度となって

いる。したがってその正統性の感覚にそった国家制度は、少なくとも原則的に

は、国際社会からの支援を最大限に引き出すことが可能な制度であり、平和構

築に有益な制度だということになる。 

第二の紛争解決の方法論的な視点からも、現在の平和構築理論においては、

自由民主主義的な国家制度が求められている。確かに自由主義・民主主義の手

続きを無視し、武装勢力間だけの合意のみで新しい国家制度を定めるという方

法もあるだろう。しかしそれは極めて静的な図式にもとづいた紛争解決のシナ

リオである。民主主義的制度は、武力紛争に直接かかわらず、むしろその被害

者でしかなかった人々を国家制度の枠組みの中に位置づける意味を持つ。「国

民」と呼ばれることになる一般の人々は、共通の制度的枠組みを象徴する。新

しい国家制度の統一性を保証するのは、敵対集団間の勢力均衡ではなく、単一

の国民の存在である。 

また人権規範を織り込むことは、平和構築過程において和平合意が暫定的憲

法典として機能することを促す。もちろんこれは社会契約に比するものとして
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位置づけられる和平合意の役割を、さらに具体的に表現した言い方である。武

力紛争は、通常の法の支配の秩序が壊れた状態である。そこから平和を構築し

ていくためには、法の支配を樹立する際の原則を示す憲法的規範が必要となる。

通常の憲法典で定められている人権などの国家制度の根本原則を明記すること

は、和平合意が暫定憲法として機能するための条件を整えることにつながる。

安定した国内社会において憲法典が果たしている役割を和平合意が果たすよう

に、両者の原則的な類似性を確保することは、平和構築の法の支配アプローチ

にとって、決定的に重要である。 

 

１－３ 和平合意のジレンマ 

 

さてここまで和平合意が持つ意味の変化と、その理論的位置づけについて見

てきた。これによって今日の和平合意が、平和構築の法の支配アプローチの出

発点として、重要な役割を持っていることを指摘できるようになった。ただし

和平合意の重要性は、和平合意策定が平和構築活動を成功させるために必要か

つ十分な条件であることを意味しない。場合によっては和平合意を回避すべき

ときもあるかもしれず、あるいは和平合意がむしろ平和の実現を阻害する要因

となることもあるかもしれない。 

和平合意は、紛争を停止させるための妥協と努力を要請する。しかしそのた

めに和平合意が非現実的な文書になるとすれば、平和構築にとってはむしろ問

題である。たとえば平和維持活動の早期撤退のために選挙を早期に実施する予

定を組み込んだ和平合意は、現地の実情を無視した危ういものであろう。また

ひとたび和平合意が作成されたならば、国際社会が追加的努力を惜しまず全力

でその実施に向けて支援していくことが重要になる。 

この点は、誰が和平交渉の仲介者になるべきか、という問いとも関係してく

る。たとえばどのような場合でも一律に国連が仲介者になるのが望ましいかと

いえば、そうではないだろう。状況に応じて適切な者が仲介者になるべきであ

る。なぜなら紛争の終結に関心を持ち、なおかつ努力を払う準備のある者でな

ければ、無責任に和平合意作成に関わるべきではないからである。国連は、必

 - 196 - 



要に応じて訴える強制的手段を持っていない。紛争当事者間の信頼を勝ち取っ

ても、その信頼に応えるために行動するだけの実力が十分ではないのである。 

紛争解決理論の分野では、地域紛争に関する「成熟(ripeness)理論」がある。紛

争には解決に向けて機が熟しているときと、そうでないときとがあり、紛争解

決を模索する外部交渉者にとって重要なのは、紛争当事者が紛争終結に導かれ

るタイミングを捉えることだというのである4。和平合意の妥結がタイミングに

よって決まるとする見方によれば、熟していない時期での和平交渉は、無益だ

ということになる。成熟していない時期になされた和平合意には現実的な基盤

がなく、紛争当事者は、合意による停戦を利用して自らの立場を有利にしよう

としているだけかもしれない。 

紛争における軍事的進展が、和平合意成立の基盤を作るときがある。たとえ

ば特定の集団や、場合によっては特定の人物が和平交渉開始・締結・実行の障

害になっているときには、その集団・人物の除去が、和平の可能性を高める。

そのため信頼できない相手が存在する限り、和平交渉を始めるべきではないと

の考え方も生まれてくる。和平合意を回避して軍事的勝利を目指す方向性は、

紛争拡大の危険性を内包しており、平和構築を導く方法としては、望ましくな

い。しかし和平に関心を抱かない者が存在するとき、軍事的勝利だけが現実的

な唯一の戦略となる状況があることも確かだろう。和平合意をどの時点でどの

ように模索するかという問題は、個別的な状況で総合的に判断されなければな

らない。また和平合意が最後まで回避された場合でも、平和構築の原則を定め

る機会が、戦争終了後に何らかの形で持たれなければならないことも、指摘し

ておくべきだろう。 

 

 

２．選挙支援活動 

 

２－１ 選挙支援の位置づけ 

 

平和構築における「法の支配アプローチ」の比較的初期の段階において、重
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要な役割を果たすのが、選挙の実施であり、その支援活動である。平和構築の

「法の支配アプローチ」が目指すのは、統一的な法体系によって平和を実現す

ることだが、そのためには国内的にも国際的にも正統性を認められる国家機構

を設立することが不可欠である。正当に法創造を行うだけではなく、国際的に

正当だと認められている規範を権威的に適用できる公的機関が、法の支配を現

実に運用するために必要だからである。そこで今日の国際社会が用いる方法が、

国民的規模で行われる選挙である。選挙には正当な国家機能を創設するという

役割と、紛争によって疑わしくなった統一的国民の存在を再確認するという役

割があるからである。 

国際的選挙支援は、20 世紀に民族自決権の保障あるいは脱植民地化の流れの

中で断続的に行われてきた。しかし国内選挙に対する国際支援は、冷戦終結と

ともに活発になったのであり、平和構築の文脈で選挙支援が位置づけられるよ

うになったのも、最近である。 

1989 年にはナミビアで制憲議会選挙が行われ、平和維持活動の枠組みの中で

8,000人の構成員を擁する大規模な選挙支援が行われた。このナミビアの選挙に

おいて、平和構築活動と「自由で公正な」選挙による国家構築の試みが大規模

な国際支援によって結び付けられる道筋がついた5。1993年の国連カンボジア暫

定統治機構（UNTAC）によるカンボジア総選挙の例のように、関与の質的度合

いも変化して国連そのものが選挙を組織する場合も出てきた6。ただし 1990年代

後半には、平和維持活動と結びついた選挙に対する国際支援は、減少傾向に入

る。平和構築としての選挙自体も、1992 年にアンゴラにおいて大きな失敗を見

せた。しかし冷戦中の状況と比較してみれば、依然として現在でも選挙支援活

動が充実していることは確かである。 

国連では当初、人権センターが主に選挙支援にあたった。しかし 1992年にブ

トロス・ガリ事務総長は、政治局機関として選挙支援ユニット (Electoral 

Assistance Unit)を設立した7。1992年にガリが公表した『平和への課題』は、「平

和構築」の説明にあたって、民主主義の役割を強調し、選挙支援の位置づけを

行った。ガリは「選挙監視」を、「平和構築」の一活動と位置づけた。そして「欠

陥のある国家機構・能力の変換への支援と新しい民主的制度の強化への支援」
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は、国連が技術的援助を与えるべき新しい領域だとした8。ガリ事務総長は 1994

年に選挙支援ユニットを「選挙支援部(Electoral Assistance Division)」と改称する

とともに、それまでの政治局から平和維持活動局に移転させた9。しかし平和維

持活動全般の低調と重なって、選挙支援部は、1995年に再び政治局に戻された10。 

国連による大規模な選挙支援の数が低下して、むしろ重要性を増したのが地

域的国際機構による選挙支援である。米州においては 1980年代に大きな民主化

のうねりが訪れたが、それを受けて 1991 年に米州機構(OAS)は「民主主義促進

ユニット(Unit for the Promotion of Democracy)」を設立し、継続して選挙監視など

の活動を行っている。ヨーロッパでは、カウンシル・オブ・ヨーロッパが冷戦

終結後に選挙支援を始めた。OSCEは、1991年に「自由選挙事務所(Office for Free 

Elections)」を設立して、情報収集や関係政府・団体の接触、会合の場を提供し

始めた。同事務所は翌年に「民主的制度と人権事務所」（Office for Democratic 

Institutions and Human Rights: ODIHR）に改組され、OSCEの種々の選挙支援の調

整にあたっている。 

 

２－２ 選挙支援の機能 

 

理論的な観点から選挙を考えれば、まず和平過程自体に正統性を与える機能

が、重要である。また選挙は、正当な公的権力の担い手を選出する役割を果た

す。そして民主主義がもたらす効果が期待されることもある。 

今日の国内紛争は、和平合意を持って一応の終結ないしは紛争停止状態がも

たらされることが多い11。しかし和平合意は、武力紛争に携わる当事者同士が、

お互いの利益を考慮しあいながら定めたものにすぎない。果たして民衆の大部

分が和平過程を承認するのかどうかは、国政選挙への人々の参加によって、確

かめられると考えるべきだろう。和平合意が結ばれる段階において不在であっ

た人々は、選挙によって平和構築の過程に参加する。選挙民資格を持つ人々の

多くが登録しない、あるいは登録できないときや、投票段階で著しく少ない数

の選挙民しか参加しないときなどにも、和平合意の正統性に疑問が投げかけら

れるだろう。 
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選挙には、代表者を選出して公的機関を設立する役割もある。紛争後地域に

おいて何よりも重要なのは、信頼できる平和構築の担い手としての正当な国内

政府を作り出すことである。「自由で公正な」選挙は、「合法的支配」の正統性

を、新しい公的権力に与える。 

さらに、選挙を通じた民主主義の実現にこそ、選挙の価値があると考える見

方もある。重要なのは、選挙の基準を満たした国家が、民主主義を媒介にした

一種の「価値の共同体」に加入できる点だろう。「価値の共同体」では「良い統

治」の基礎である民主主義を共有しているという認識から、諸国家が価値を媒

介にした友好関係を構築する。「価値の共同体」は、NATOを典型例とする同盟

関係を保つ「デモクラティック・ピース」の領域である。 

さらに選挙がもたらす民主主義的政治文化が、非暴力の文化を育てるとの期

待もある12。こうした認識からは、紛争後もしくは体制変換後の「和解」を実現

する制度的手段の一環として、選挙が位置づけられることになる。たとえばガ

リは古来より民主主義には公開性、公平性とともに寛容の慣習が結び付けられ

てきたとした13。ある主要選挙支援NGOのハンドブックも、民主主義には様々な

形態があるとしつつ、その紛争管理(conflict management)に果たす役割を強調す

る14。このような議論の背景にあるのは、選挙の実施それ自体が平和をもたらす

のではなく、選挙を通じた「多元主義、寛容、包括性、交渉、そして妥協とい

った基本的な民主的諸価値」が、「紛争の永続的解決を構築する鍵」になるとい

う考えである15。 

 

２－３ 選挙のジレンマ 

 

選挙は平和活動の撤退シナリオを描く際に不可欠である。なぜなら選挙で信

頼できる現地政府が確立されたとき、国際平和活動は表舞台から退き、脇役に

徹することができるようになるからである。選挙によって国家制度の主体が定

められたならば、後は現地の人々が合意された諸原則の範囲内で実務的に新し

い国家を運営していけば良いはずだからである。 

しかし選挙に主眼を置いた撤退のシナリオは、しばしば拙速な選挙日程に平
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和活動が縛られてしまう危険性を生み出す。また国際社会が有効な予防策をと

ろうとはしなかったために、選挙後に政情不安が起こることもある。選挙日程

の作成にあたっては、現地の実情を十分に考慮することが必要であり、また選

挙によってもたらされうる情勢の変化に対応するための環境を整えておくこと

も大切である。それに加えて現地平和活動組織の責任者や国連安保理が、事態

の変化に対応し、選挙の実施時期や形態を柔軟に考えていくことも重要だろう。 

紛争後に結ばれた和平合意にしたがって選挙が行われる場合、紛争責任者、

あるいは戦争犯罪人である者に被選挙権を与えて良いかという問題が生まれる。

もし紛争当事者に被選挙権を許さないとすれば、紛争当事者が和平合意に応じ、

遵守する動機を減らすことになる。また武装勢力を排除したまま選挙を行えば、

まず選挙の実施そのものが、そして新しい政権が、武装した紛争当事者に脅か

されてしまう危険性が生まれる。しかしもし紛争当事者にも被選挙権を認める

ならば、紛争開始、あるいは紛争中の戦争犯罪に責任を持つような軍事指導者

が権力を握ることや、議員特権を得たりすることを防げなくなってしまう。 

さらに選挙が内包する危険として、選挙による権力の配分が、いわゆる多数

者の専制をもたらすかもしれないことも指摘できるだろう。たとえば民族分布

に応じて内戦が起こった社会では、選挙によってだけで多数者の少数者に対す

る圧制を防ぐことはできない。 

選挙の実施にあたっては、被選挙人だけではなく、選挙人の確定にも困難が

つきまとう。その大きな原因は、しばしば紛争が大量の難民と国内避難民を生

み出すことにある。選挙民登録は、紛争当事国の国土・人口が広がれば広がる

ほど、難しくなっていく。 

選挙支援には、高度に技術的な能力が必要である。だが紛争後に行われる選

挙には多数の国際選挙要員が加わるため、従事する者たちの能力格差が問題視

される。現地職員を監視する態度を保ちながら、同時に育成していくことは、

容易な仕事ではない。 

選挙の平和構築効果を高めるためには、選挙管理委員会などの関連機関を、

なるべく紛争当事者の影響から離れた中立的な第三者に委ねることが望ましい。

国際社会が派遣する要員が、常に完全に政治的中立性を保っているとは限らな

 - 201 - 



いことも指摘できる。紛争当事者の一方に政治的に関与する国から、選挙要員

が派遣される場合もあるだろう。同じ国からの要員であっても、政治的立場の

違いが選挙支援への態度に反映される場合もある。 

政治的偏向が特に平和構築の文脈で問題になるのは、紛争後社会における選

挙が理想的な「自由で公正な選挙」になることは、まずほとんどありえないか

らである16。重要となるのは、少なくとも平和構築活動の正統性を維持するため

に目標とすべき最低限の基準を、国際要員と現地職員の双方が明確に理解する

ことであろう。その上で選挙にあたっての不備の指摘を、将来への検討課題と

して受け入れていく体制を整えることが、求められる。国際社会の選挙支援団

体が相互にお互いの活動を検証しあい、平和構築の正統性を高めつつ、長期的

な平和構築の戦略的視点を常に念頭に置いて、一つ一つの選挙を長い平和構築

の一段階として捉えていかなければならない。 

 

 

３．法執行活動 

 

３－１ 法執行の位置づけ 

 

和平合意によって枠組みが設定され、選挙によって権威付けられる平和構築

としての法の支配の確立が成功するかどうかは、どれだけ定められた原則・規

則が遵守されるかに委ねられる。違反者が平和構築を破綻させないようにする

ための措置が、責任ある平和構築活動において実施される。永続的な平和の樹

立を目指す平和構築活動において、法執行(law enforcement)部門の充実は、決定

的な意味を持つことになる。 

法執行とは、公的権威の強制力を背景にして、社会における法の遵守を確保

するための活動を指す。社会を法秩序の撹乱要素から守り、法規範からの逸脱

者が現れたときには、法の名においてその者を法的裁きの下に連れ出すことが、

法執行権力が行うことである。通常の国家機構において法執行を担当している

のは、警察権力である。 
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従来は、法執行権力は主権国家の専管事項であると考えられたため、法執行

部門に踏み込んだ国際社会の行動は、最近になるまで極めて稀であった。しか

し冷戦の終焉は、国際社会の一元化をもたらし、国際社会全体の権威を反映し

た場合の介入を容認していく傾向をもたらした。 

紛争当事者の合意にもとづいてなされた停戦を監視するという限定的な業務

にだけ携わっていたのが「第一世代」平和維持活動だとすれば、冷戦終結後に

は、より多角的な活動分野に関わる「第二世代」平和維持活動が生まれた。第

二世代平和維持活動の先駆けとも言えるナミビアでの平和維持活動(UNTAG)は、

文民警察部門を創設し、現地で治安維持にあたる権力機構（南アフリカ）の法

執行業務を監視する役割を担った。カンボジアの UNTACでも、文民警察官がカ

ンボジア全土に展開して、現地政府の治安維持活動を監視した。さらには人権

部門が平和活動の枠組みの中で初めて創設され、人権侵害の監視や人権擁護促

進にあたった。ヨーロッパの地域機構が深く関わるボスニア＝ヘルツェゴビナ

やコソボでの平和維持活動では、さらに軍事部門と文民警察部門の機能は拡大

した。平和維持活動組織からは区別されるが、OSCEは旧ユーゴスラビア諸国を

はじめとする地域に警察学校を作り、人権教育などを含めて法の支配を遵守す

る現地警察官を養成している。ドイツはアフガニスタンでも現地警察の育成に

あたっている。 

だが国際社会による紛争後社会での法執行活動には、どの程度まで介入を容

認するのかという政治的な問いだけではなく、どのような法を執行するのかと

いう法理論的な問いも関わってくる。第一に、平和構築に関連する国際法規範

の多くは慣習国際法になっていると考えられるので、その範囲において国際法

が適用される。第二に、既存の国家機構が残存しているのであれば、国内法が

適用されなければならない。平和構築は法規範を確立するために行われるので

あり、既存の国内法規範を侵害するためではない。第三に、平和構築に固有の

法として遵守が求められるのが、和平合意で定められた原則・規則である。 

平和活動において特に重要な意味を持つ国際法規範は、国際人道法と国際人

権法である。国際人道法は武力紛争に適用される法であり、戦争中に行われた

戦争犯罪を犯罪として認定するために用いられる。次章において見るように、
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紛争中に起こった戦争犯罪をどのように取り扱うかは、平和構築活動における

一つの重要な課題である。国際人権法は、さらに広い範囲で準拠すべき法規範

を、平和活動に与える。人権法の遵守は、法執行部門に関わる平和構築には、

特に重要である。なぜなら公権力を濫用して人権侵害を行うのは、多くの場合

法執行部門に携わる者だからである。 

国内法規範も、法執行を行うための基盤となる。紛争前の状態からの法秩序

の一貫性を保とうとする場合、平和構築活動を通じて国内法規範を適用するこ

とがありうる。紛争が法規範の逸脱者によって開始されたため、その逸脱者を

合法的な紛争当事者としてではなく、むしろ法秩序を撹乱した犯罪者として取

り扱うという立場から、平和構築を行う場合がそれにあたる。 

第三に、多くの平和活動は、和平合意や国連安保理決議などによって課せら

れた個別の規則を持つ。すでに見たように和平合意は、人権などの確立された

国際法規範を明確化するだけではなく、新しい国家制度の仕組みなど、準憲法

的な原則を含みこむことが多い。また武装解除の方法なども定めているかもし

れない。 

安保理決議は、国際法にその権威の基盤を持っているが、具体的な内容に関

して言えば、それぞれの紛争（後）社会の状況に対応した個別的な規則を定め

るものでもある。ただしほとんどの場合、実際の決議文は、政治的配慮から曖

昧な表現が使われる。そこで具体的な規則は、安保理で定められた任務にした

がって、平和活動主体と受け入れ政府との間の覚書で定められることになる。

特に平和活動要員の権利義務に関しては、地位協定という形で、受入国政府と

の間で規則化される17。 

これらの諸々の法を執行する活動においては、第一に、武力紛争の停止状態

を継続させるための努力が、何よりも優先されるだろう。第二に、より一般的

で非組織的な平和撹乱要素にも対応し、治安維持機能を発揮できるように準備

がなされなければならない。第三に、平和活動要員のうち特に文民警察官は、

人権規範を遵守させるための活動に携わることも期待される。第四に、国際平

和活動要員にとってこれらの直接的な法執行活動に加えて重要なのは、現地社

会の法執行機関を充実させることである。そして将来の新しい国家制度の中で、
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法執行部門が適切かつ円滑に機能していくための準備作業を行うことである。

第五に、平和構築各部門の間、そして人道援助機関などの他の分野での活動組

織との連携を確保するためにも、法執行部門は機能することが期待される18。 

 

３－２ 法執行の機能 

 

国内社会で法執行を担当するのは、警察権力であり、この事情は平和構築に

おいても基本的には変わらない。そこで複合的になった平和活動では、各国が

警察官を、国際文民警察官として送りこむことが一般化している。 

国際文民警察官はこれまで、大きく分けて二つの立場をとってきた。一つは

現地警察を監視する立場であり、もう一つは新国民警察の創立にあたって訓練

を施す立場である。多くの平和活動ミッションは、この二つのどちらかに力点

を置くものとして認識される。つまり前者は、既存の警察組織の継続性を前提

にして、平和構築を進める。後者は、和平プロセス開始以前の旧警察を新国民

警察に統合解体する19。 

当初、国連平和維持局(DPKO)は文民警察を担当する部署を持っておらず、現

地警察を訓練するという文民警察に与えられた職務を指導することができなか

った。そこで早くからこの分野で指導的役割を演じることになったのが、アメ

リカ政府である 20 。 2000 年になるとアメリカのクリントン政権は

PDD-71(Presidential Decision Directive 71)を出し、平和活動における文民警察の機

能を向上させるための措置をとるように、国務省、司法省、国防総省に命じた。

しかし政権交代によってPDD-71 は失効した。アメリカの多くの専門家は、

PDD-71の内容の意義は失われておらず、2001年 9月 11日のテロ以降、その意

義は減少するどころかむしろますます高まっていると論じている21。またイラク

戦争後の治安維持に関して、平和構築の文脈での警察機能の充実が求められる

ことは言うまでもない。しかし皮肉なことに、イラクの占領統治を目指して戦

争を起こした現在のブッシュ政権は、文民警察の充実などの平和活動関連の政

策全般に、関心を持っていない。 

紛争（後）地帯で活動するという特性から、軍事部門が法執行機能を側面か
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ら支援することは、国際平和活動においては珍しくない。ただし平和構築活動

における軍事部門の法執行機能は、戦争行為に類する明白な軍事力の行使だけ

に限られない。特に平和維持活動の枠組みの中で行われる法執行行為には、武

力行使を必ずしも必要としない形で軍事要員が参加することがある。軍事要員

は、本来は文民警察官が果たすべきであるが、軽武装なので不適切だと思われ

る業務を、肩代わりする可能性を持つ。たとえば難民帰還にあたっての治安維

持を文民警察官が担当すべきだとしても、武力紛争の危険性が高まった場合に

は、軍事部門が警備にあたることも考えられる。 

軍事部門は、しかし単に文民警察が果たすべき役割をより大きな強制力を伴

って行うことだけを期待されているわけではない。平和維持活動において軍事

部門は、停戦監視などに責任を持つ。和平合意が模索する法的秩序において、

停戦に関する規則は根本的な意味を持つ。その規則の重大な違反は、平和構築

活動が支柱とする法の支配に対する重大な挑戦であり、紛争（後）地帯での法

の支配確立を目指す国際社会が深刻に受け止めるべき行為である。 

軍事部門の活動が平和構築における法の支配確立において果たすべきさらな

る重要な役割は、現地政府の軍隊の整備である。そこで統一軍創設の条件にな

る旧武装勢力の非武装化・動員解除・社会統合(DDR)の過程が検証されなければ

ならない。統一軍の参加は、旧武装勢力の非武装化と動員解除の結果として可

能になる社会統合政策の一環として、位置づけられなければならない。国際軍

事要員は、この検証過程で決定的な役割を果たすことが期待される。 

なぜ平和構築の「法の支配アプローチ」において、軍隊の整備が要請される

のだろうか。第一に、統一的国民軍の創設が、法的秩序が崩壊した内戦状態に

終止符を打つために必要不可欠だからである。複数の武装勢力が存立している

限り、法の支配の確立は困難を極める。第二に、軍隊組織の徹底した中立化と

職業化が、平和構築の鍵だからである。しばしば軍隊組織自体が、政府が紛争

当事者の一つでしかないような紛争社会では、武力対立を助長する勢力となる。

それを防ぐためには、軍隊組織の性質を変えていかなければならない。第三に、

脆弱な紛争（後）社会において、新たな危機をもたらす武装勢力からの挑戦か

ら、正統性を持つ法秩序を守る実力を持った組織を養うことが重要だからであ
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る。新国民軍は、自己節制という消極的な意味においても、対外防御という積

極的な意味においても、法の支配確立において決定的な意味を持つのである。 

文民警察と軍事部門の中間に位置づけられるのが、憲兵（武装警察官・

gendarmerie）であろう。たとえば憲兵制度を持たないアメリカが、文民警察官

の最大の派遣国であると同時に、時に軍事行動のために大規模な軍隊を派遣す

る傾向を持つのに対して、フランスなどの憲兵制度を持つ国は（イタリアでは

Carabinieri、スペインではGuardia Civil）、1990年代初めから積極的に憲兵を平和

活動の警察部門に送り込んできた22。ボスニアとコソボでは、多国籍特別部隊

(Multilateral Special Units: MSU)が、武装治安維持部隊として活動した。 

紛争（後）社会で治安維持を行うには、通常の文民警察官では力不足の場面

が多いだろう。とはいえ大規模な部隊の派遣は、戦争行為とは異なる要素によ

る治安レベルの低下に対応するためには、不適切である。そこで警察行為を主

任務としながらも、強硬手段に訴える能力を持つ要員の必要性が高まることに

なる。 

 

５－３ 法執行のジレンマ 

 

法執行活動を行っていくにあたって大きな問題となるのが、適用すべき法の

問題である。すでに国際法、国内法、そして和平合意の全てが、平和構築に関

連する法の支配の要素となることを確認した。しかし平和構築の現場で、いつ

も円滑に適切な法が適用されるわけではない。 

国際法規範は、現実には一般的規範として平和構築活動の指針となり、法の

支配の文化の基盤となる。しかし法執行活動にあたって強制的に適用できる具

体的な規則となると、実は必ずしも数が多くなく、また同一の規定が世界のあ

らゆる地域で同じように適用されるわけでもない。したがって多くの場合、国

連安保理決議の権威による埋め合わせが必要になる。だが安保理決議は、たと

え国際法上の法創造機能を持っているとしても、国際社会がとるべき具体的な

措置を示すことを目的としており、体系的な法規範を提供するものではない。 

国内法規範に関して言えば、たとえ紛争によって法秩序が崩れてしまったと
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しても、それ以前に存在していたはずの国内法体系を参照して法執行を行うこ

とができるようにも思われる。ところが政府権力が紛争の一当事者でしかない

ような内戦状況の場合、既存の国内法体系をそのまま適用することは、紛争当

事者をほぼ平等に取り扱おうとするタイプの平和構築には、あまり適切ではな

い。問題になるのは、平和構築の目的にてらして必要な法規範が、国内法体系

の中で欠落している場合だろう。国内法体系をいたずらに無視することは、平

和構築要員がなすべきことではない。しかしもし平和構築が既存の法体系を追

認すること以上の作業をしないのであれば、その存在価値は低下する。緊急に

展開することの多い平和活動の要員には、国内法体系に精通してから活動を始

める余裕がないという事情もある。 

国際法・国内法レベルでの欠陥を補うために設定されるのが、和平合意であ

るとも言える。和平合意において新憲法制定への道筋を定めることは、長期的

な平和構築に備えて国内法基盤を整えるために有益な作業だと言えるだろう。

また平和活動に携わる諸機構の関係を定めておくことも大切である23。法執行活

動の観点からすれば、世界の全ての地域に適用できる普遍的な刑法規則を用意

することは難しいとしても、包括的な権限を与えられた平和活動が行われる場

合には、一般的に適用できる刑法規則を明確化すべきだと言える24。問題が発生

するたびに新たな安保理決議を求めるのは、現実的ではない。法的ギャップの

整備は、単なる抽象的議論の域にとどまる問題ではないのである。 

法執行活動は、小規模な平和構築活動の場合、数人単位で行われることもあ

る。しかし大規模平和活動が展開される場合、数百人あるいは千人以上の文民

警察官が派遣される。それだけの数の要員派遣となると、国際平和活動や地域

の事情に精通した専門家だけをそろえることは、不可能に近い。そこで要員の

資質が、構造的な問題になる。大規模派遣の場合、しばしば指摘されたのは、

現地語はもちろん、派遣地域の公用語についての知識も持っていなかったり、

運転免許を持っていなかったりする文民警察官の存在であった。能力的な資質

だけではなく、動機付けあるいは人間的な資質の面で問題のある要員が送られ

てきた例もあった。もっとも資質が問題になるのは、国際文民警察だけではな

く、現地警察官の場合も同じである。 
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このような要員の資質の問題を是正するためには、第一に、国際文民警察官

に関しては、派遣国政府が条件の遵守を徹底して適正な人員を派遣することが

必要であり、現地警察官に関しては、採用基準の徹底化が図られなければなら

ない25。第二に、雇用された要員には、最大限の訓練が施されなければならない

26。第三に、法執行活動要員に対する何らかの監視措置がとられなければならな

い。国際文民警察官が十分な数だけ派遣されている場合、現地警察の監視活動

は彼らの第一の職務となるだろう。しかし派遣要員の数が、現地警察官に比し

て十分ではない場合、平和構築の制度形成の過程で、現地に根ざした何らかの

監視システムが確立されるべきだろう。国際法執行要員に対する監視について

は、逆に現地社会の側から国連や現地政府や派遣国政府などに訴えることがで

きる仕組みが模索されるべきだろう。 

法執行活動には様々な装備が必要となる。部隊単位で展開する軍事要員であ

れば、必要な装備を持参していることが当然と考えられる。しかし基本的には

個人単位で本国から派遣されてくる文民警察官の場合、必要装備を備えている

ことは珍しい。捜査や治安維持に必要な装備は、携帯用の武器やその他の道具

から車両まで多岐に渡る27。物資提供の責任を持つのは、国連本部平和維持局文

民警察課だと思われるが、現地で必要な装備を十分な量だけ迅速に用意して送

ることには、周到な準備と迅速な行動が必要となる。 

法的仕組みが整備されており、要員の資質も高い水準で保たれているにもか

かわらず、平和活動は問題なく進められるとは限らない。特に法執行活動は、

政策論的な判断を迫られる分野なので、関係者の間の政策をめぐる立場の違い

が顕在化するときもある。国際機関内の意思統一がなされていたとしても、現

地社会の支持が欠落しているために失敗する法執行活動もある。法執行活動の

全体像を見るならば、単に和平合意を履行するだけではなく、複数の法的権威

を参照して活動を意識せざるをえない。また文民警察という単一の部門の活動

だけにとどまらず、複数の機関にまたがった活動を要請せざるをえない。その

ような性質を持つ平和構築における法執行活動において、全体的な政策の統一

性を保つことが困難なのは確かだが、継続的に改善の努力をしていくべきであ

る。 

 - 209 - 



４．司法活動 

 

４－１ 司法活動の位置づけ 

 

国内社会において法の支配は、究極的には司法部門によって保障される。非

政府集団だけではなく、為政者の権力の濫用にも法的規制を加えていくために

は、権力者から独立した法の解釈者が必要だからである。国際社会において政

府機関から独立した司法権力は、存在していない。しかし国際社会が紛争（後）

社会の諸勢力から独立した司法機関を設立することは、最近になって広まって

きており、平和構築にも、司法部門の機能が取り入れられてきている。 

現代地域紛争問題に関して重要な意味を持つのは、個人を処罰対象とする戦

争犯罪法廷である。戦犯法廷は、国家機構の枠組みが崩れたところで行われた

武力紛争に法的規制を課すため、直接的に個人を法の適用対象として想定する。

国際社会の歴史上最初の戦犯法廷の事例は、第二次世界大戦後のニュルンベル

グ裁判と、東京裁判である。二つの軍事法廷において、慣習法として広く認め

られていた戦争法規慣例の諸規則や「侵略の罪」だけではなく、「人道に対する

罪」および「平和に対する罪」という概念が取り入れられた。これらのうち平

和に対する罪は、後の国際法体系では援用されることはなく、現在では事実上

消え去っている。これはもちろん平和に対する罪が合法化されたからではなく、

国連憲章 2 条 4 項の武力行使禁止原則の中に、侵略の罪とともに吸収されたた

めだろう。それに対して人道に対する罪は、国際人道法の重要規範として、今

日でもその重要性をますます高めている。 

しかし国際司法活動が活発化したのは、やはり冷戦が終焉して、国際社会の

価値規範構造が一元化したときであった。旧ユーゴスラビアでの内戦で行われ

た戦争犯罪を裁くために、国連安全保障理事会が憲章 7 章の強制措置の一環と

して1993年に設立したのが、旧ユーゴスラビア国際刑事法廷(ICTY)であった28。

翌 1994 年には、ルワンダで 80 万から 100 万人の犠牲者を出したと言われる大

量虐殺が起こったため、やはり安保理が憲章 7 章を発動してルワンダ国際刑事

法廷(International Criminal Tribunal for Rwanda: ICTR) を設立した29。 
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二つの特別(ad hoc)戦犯法廷は、「国際の平和と安全」の維持に主要な責任を持

つ安保理が、憲章 7 章の権威に基づいて、緊急に設立したものであった。その

ため当初は、その法的正統性について議論が起こった。また緊急措置としては

やもえないとしても、より望ましいのは国際条約による設立であるとして、常

設的な国際刑事裁判所に関する多国間条約の必要性を訴える動きが強くなった。 

安保理は決議 1315によって、2000年 8月に、シエラレオネ政府と共同という

形で、シエラレオネ特別法廷を設立することを決めた。だが加盟国からの十分

な予算が集まらず、設立には時間がかかった。国連がシエラレオネ政府と特別

法廷設立に向けた最終的な合意をかわしたのは、2002 年 1 月になってからのこ

とであった。特別法廷は、2003年 3月に最初の 7人を訴追した。なおシエラレ

オネでは、すでに 1996年ロメ合意によって設立された真実和解委員会が、特別

法廷と並んで機能している。 

また東チモールでは、国連東チモール暫定行政機構(UNTAET)の平和維持活動

の一環として、また東チモール人との協力を得ながら、「混合」法廷が 2000 年

に設立され、2002 年 4 月に国連事務総長の報告書が出された時点で、101 人が

起訴され、15の判決が出され、22人が有罪となった30。東チモールは 2002年 5

月に独立し、UNTAETは解散した。独立後は、国連東チモール支援団(UNMISET)

が平和構築機構として設立され、東チモール政府を支援する役割を担っている。

UNMISETを設立した安保理決議 1410 は、国連事務総長特別代表の下に重大犯

罪部を置き、司法活動の支援体制をとるように定めている31。UNMISETは事務

総長報告書で提示されたように、段階的に規模を縮小させながらも、現地の検

察官・捜査員を支援し、必要な法律家を供給する活動を行っている32。 

このような戦争犯罪を処罰する新しい国際社会の潮流を受けて、1998 年にロ

ーマで国際刑事裁判所設立条約のための国際会議が開かれた。会議はアメリカ

の強力な条件闘争によって、紛糾した。もともとアメリカは ICTYと ICTRの強

力な推進者であった。ただ常設国際刑事裁判所に関しては、アメリカは国内の

反対派を抑えるため、アメリカ人の（政治的）訴追を食い止める制度的保障を

求めていた。1998 年ローマ会議で採択された国際刑事裁判所(International 

Criminal Court: ICC)規程は、2002年に発効に必要な 60カ国の批准を集め、同年
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7月に正式に設立された。しかし2001年に登場したアメリカのブッシュ政権は、

退陣間際に署名だけを行ったクリントン政権以上に ICCに懐疑的な姿勢をとり、

署名の取り消しを行っただけではなく、ICC参加国にアメリカ人を訴追しないと

いう二国間協定を結ぶように交渉し始めた。 

このような国際政治全体の動向を反映した展開を見せている戦犯法廷に対し

て、地味に事例を重ねているのが、真実和解委員会の総称で表現される和解を

目的にした非公式の法廷の試みである。真実和解委員会は、ラテンアメリカ諸

国で始まり、南アフリカで一躍有名になった制度だが、旧体制下で行われた人

権抑圧政策を白日の下にさらすために、被害者と加害者に真実を告白する機会

を与えることを目指している。ただし和解を最大の目的にするため、東チモー

ルの例外を除いて、通常は法的罰則を課さない恩赦との組み合わせで行われる。 

紛争中に起こった犯罪を、戦犯法廷で裁くか、真実和解委員会で処理するか、

両者で扱うか、あるいは両者ともに実施しないかは、実際の平和構築の場面に

おいて個別的に問われる。東チモールやシエラレオネは、同一の平和維持組織

内に、訴追機関と、和解委員会とを並置する事例となった。旧ユーゴスラビア

にも真実和解委員会を設置すべきだという意見も根強いが、現在までのところ

実現していない。ルワンダでも、真実和解委員会と同じ制度は設置されていな

い。ただしルワンダでは、「ガチャチャ」と呼ばれる村落単位の法廷が国内法に

よって実施され、簡略な刑事法廷として機能するように期待されている33。 

 

４－２ 司法活動の機能 

 

1990 年代以降、新たな発展を遂げた国際司法活動は、それでは平和構築にお

いてどのような機能を担っているのだろうか。両者の関係を探るにあたっては、

そもそも平和の実現に司法活動がどのような貢献をなしうるのか、という極め

て原理的な問いから始める必要がある。 

筆者はすでに別の機会において、司法の平和への否定的影響を強調する態度

を司法と平和の「対立的」見解と描写し、国際政治学における現実主義的見解

と結びつけた34。この見解によれば、司法と平和は全く別の論理で動いており、
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司法が前提としているのが国内社会の平和である以上、紛争地帯では平和の論

理が優先されなければならないということになる。 

このような立場には、「調和的」あるいは「条件的」立場を対比させることが

できる。平和と司法が調和すると考える立場によれば、両者は相反するどころ

か、お互いがお互いの必要条件となるような不可分の関係にある。初代ICTY検

察官リチャード・ゴールドストンは、当初戦争犯罪人の逮捕を行おうとしなか

ったNATO軍を批判し、平和と司法を相容れないものとする見方を斥けた。「調

和的」見解によれば、司法は平和を阻害するどころか、むしろ真の平和を達成

するための手段なのであった35。 

中間的な「条件的」立場は、平和と司法は一定の条件下では調和するが、そ

うでなければ対立的になると考える。この立場は、安全保障理事会によって設

立された個別的な戦争犯罪法廷には賛同するが、常設国際刑事裁判所には懐疑

的になるというアメリカ政府の態度に表れている36。つまり国際安全保障秩序を

害しないという条件の範囲内では、紛争（後）社会での国際司法活動に賛同す

るが、既存の国際秩序（アメリカの行動の自由）の阻害要因になるものに関し

ては、反対するという態度である。 

このような平和と司法の関係をめぐる見解の相違は、目指すべき平和の意味

内容に関わってくるとも言える。単なる武力紛争の停止だけでは真の平和は得

られないとするならば、正義の実現としての司法活動は不可欠となる。しかし

紛争（後）社会で高次の平和を得るには時間がかかるので、戦争犯罪者を含む

紛争当事者を妥協的に取り扱うことが必要だと考えるならば、平和と司法の両

立可能性に懐疑的にならざるをえないだろう。 

平和構築において法の支配確立を目指す試みは、これらの見解の全てを考慮

して機能するように期待されている。紛争の終結状態の継続を目指す平和構築

活動において、司法活動が紛争解決の障害になるとすれば、「対立的」見解にな

らって、平和の要請を優先させることが求められる。しかしひとたび条件が整

うならば、司法活動が安定的な平和を導き出すことが期待されるようになる。

司法活動は、社会に逸脱してはならない規則があることを示し、法の支配の制

度と文化を保障する。 
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より具体的な文脈で言えば、司法機関の存在は、紛争勢力から過激派分子を

取り除くという戦略的試みの中で、有益になることもある。「司法介入」は、戦

争指導者を告発し、彼らの逮捕と拘留の理由を作り出すことによって、平和構

築の機能を果たす。介入が実際には被疑者を起訴しないときにおいても、起訴

の可能性は理論的にはさらなる暴挙を抑止する機能を果たすと期待される。あ

るいはその可能性は、交渉の条件として活用されるかもしれない。たとえ政治

的・軍事的な理由で逮捕をしないという判断を国際共同体が下したとしても、

彼らは常に強制力に訴える選択肢を保持することになり、少なくとも政治的判

断の幅を広げるはずである37。 

司法活動の特徴の一つは、個人の罪悪に着目する点である。刑事法は集団的

に行われた犯罪を個人の罪悪に還元する。この点に関して司法活動は、伝統的

な軍事的・政治的介入と明らかな対照をなしている。人道的目的のための軍事

介入は、集団的な犯罪行為に狙いを定める。もちろん介入勢力が指導的個人に

関心を払わないわけではない。しかし軍事介入の主眼となるのは、誰に法的に

責任があるかではなく、進行中の暴力を止めることである。司法活動は集団的

罪悪を主眼としない。それはむしろ一つの犯罪行為に対してさえも政治家から

下級役人にいたるまでの諸個人の責任を問う。すなわち和平合意交渉や軍事介

入のように集団的人格に着目するのではなく、逮捕・拘留・処罰といった個人

主義的なアプローチで平和構築に貢献しようとするのである。 

これによって目指されているのは、個人的な責任の所在と程度を明確にする

ことであろう38。犯罪者を選び出すことによってある集団内部の邪悪な要素を取

り除き、将来の政治的共同体の住民がなす判断に影響を与えようとするのであ

る。個人責任を問うことは、暴虐行為が民族的に、あるいは運命的に見える度

合いを減らすだろうと期待される。つまり悲劇を引き起こしたのは民族集団間

の不可避的な敵対関係ではなく、ある特定の諸個人の邪悪な意図である、と主

張する国際共同体の意思として、司法活動は機能するのである。 

なお平和活動においては、現地の司法組織を強化することも、重要となる。

国際支援には、物質的支援だけではなく、専門家養成のための訓練も含まれる。

すでにボスニア＝ヘルツェゴビナやコソボでの平和活動では、法律家養成のた
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めの訓練がなされている。ルワンダなどでも、現地裁判所の機能を強化するた

めの措置がなされている。 

 

４－３ 司法活動のジレンマ 

 

司法活動は政治的領域からは一定の制度的な独立性を保障されているがゆえ

に、政治的な分野で平和構築にあたる要員から警戒心を持って見られるときも

ある。交渉の当事者が国際司法機関によって訴追されるならば、和平交渉の調

停にあたる第三者は、問題はより複雑になると考えるだろう。特別戦犯法廷は、

安保理によって設立された機関であり、安保理によっていつか活動を終了させ

られる存在である。安保理の判断は政治的な見地からなされるであろう。また

安保理の権限は、アメリカをはじめとする常任理事国の意向が戦犯法廷に反映

されるだろうことを意味する。また ICTYがセルビア人勢力の訴追に力を入れる

と同時に、民族間の不均衡が拡大しないように配慮していることなども、政治

的要請によるジレンマとして指摘できるだろう。 

現在は、紛争中の戦争犯罪を扱う国際司法機関が、複数存在している。ICCが

常設裁判所として設立された現在も、新たな特別法廷が設立されない保証はな

い。アメリカは ICC への敵対姿勢を強めているので、ICC を回避して特別法廷

によって、あるいは国際法廷自体を回避して自国の軍事法廷や新政権の国内法

廷などを通じて、戦争犯罪問題を処理しようとすることが予測される。2003 年

イラク戦争後の旧フセイン政権高官の処罰は、その端的な例となるだろう。 

またこの分野でも人材の問題は存在している。司法機関には比較的少人数の

要員しか必要ではないが、しかし高度な法律知識が要請されるため、実際には

質の高い人員を確保するのは簡単ではない。刑事裁判を手がける場合、国内社

会の刑法・刑事訴訟法に精通していると同時に、国際法の知識も持っていなけ

ればならない。ICTYや ICTRの裁判官たちは、刑法の専門家と国際法の専門家

の混合である。したがって各国の推薦にもとづいて裁判官が選ばれたとしても、

異なる専門を持つ者の間で意思統一をしていかなければならない困難もある。 

国際裁判所に附属する検察部は、他の国連機関から派遣されてきた要員を多
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く擁する。したがって異文化の背景を持つ者たちが一つの機関で働かなければ

ならず、また国内社会で検察官として勤務したことのない者が加わって検察行

動にあたらなければならない。平和活動の観点からすれば、司法機関の要員に

も必要に応じて訓練が施されなければならないだろう。 

ICTYは密かにアメリカの CIAなどから情報を得たりしていると言われる。平

和活動としての司法活動は、決して政治的配慮から完全に分離されない。政治

的領域との関係は、平和構築としての司法活動にとって常に微妙な問題であり

続けるだろう。 

 

おわりに 

 

本稿では、平和構築の「法の支配アプローチ」という戦略的視点にそって、

現在行われている諸々の関連活動を四つのカテゴリーに分けて、体系的に説明

した。そしてそれぞれのカテゴリーに応じて、諸々の問題点を検討した。 

最後に述べておくべきは、第一に、ここまで見てきたことからわかるように、

平和構築の「法の支配アプローチ」は単なる理論的な推論ではなく、実際の平

和活動で行われている諸活動を貫いて現実に存在する方向性だということであ

る。本稿は、関連しあう諸活動を体系的な視点からまとめあげたにすぎない。

第二に、「法の支配アプローチ」は重要な平和構築の戦略であるとしても、常に

一律に適用されるべき処方箋ではない。紛争（後）社会には、それぞれの固有

の事情がある。一般的な原則を念頭に置きつつも、現地の情勢に応じて柔軟に

適用するのでなければ、平和構築の効果はなくなるだろう。第三に、「法の支配

アプローチ」は、それ自体でどれだけの効果を持つかにかかわらず、唯一の平

和構築の戦略ではない。経済的・文化的領域などでの多様な平和構築活動が、

並行して行われるべきである。多様な平和構築活動が、どのような資源配分に

もとづいて、どのような相互関係のもとに実施されるべきかという問いは、本

稿の狙いを超えるが、しかし極めて重要なものであることは言うまでもない。 
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